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消費 者教育 に関 する一考 察一社会科公民的分野を通して－
A Study of Consumer Education― Through the Field of Citizen in Social Studies 一
１　研究の動機・目的
今日の経済社会はかつて経験したことがないほど急
速に変化している
。これは済社会に限ったことでは
なくあらゆる面に言えることであり
，その多様化，複
雑化についても同様である
。経済活動の主体としての
消費者はその影響をいち早くかつより多く受けること
になる
。れだけに消費者の主体性が要求さ｡れが，
その急速な変化に対応しきれず新たな消費者問題が生
じてきている
。昭和40年代埼玉県の消費生活センター
に寄せられた主要な相談は
，食品の安全哇や欠陥商品
などの品質に関わるものであったが
，現在では商品の
契約
・解約，商品の販売方法，訪問販売に関するもの
が中心になっているという
。さらにこれらの相談は社
会人に限ることなく
，社会的にみても不完全な中・高
生が増加してきていることは見逃せない
。この傾向は
埼玉県のみに限らず全国的なものと考えられる
。また，
消費者教育は生涯にわたる生活と密接に関連する部分
を扱うものである
。ここに消費者教育を実施 重要
性がある
。埼玉県の場合他地域に先駆けて消費者教育
を取り上げてきているが
，教師間には消費者教育実施
の急務性を感じているとは言いがたい面も見られる
。
平成元年の「新学習指導要領
」では，中学校社会科公
民的分野の「消費者の保護」において，その内容の取
り扱いで「現代社会における取引の多様や契約の重要
性を取り上げ
，消費者として主体的に判断し行動する
ことが大切であることを考えさせるよう留意するこ
と
。」と明記され，今後学校教育において本格的に消
費者教育が推進されることになる
。しかし，現状から
考えて実際には教師ひとりひとりが模索し
，実践を積
み重ねることから始めなければならないだろう
。
本研究では
，その一試案として公民的分野における
消費者教育関連項目と学習内容
，生徒の実態把握とそ
の変容
，「新しい消費者」（経済行為の主体としての
基礎的な消費者の知識を身に付け
，主体的に責任を持っ
て意思決定を行いうる能力をもった消費者）（1）の育成を目的とした学習指導案を検討する。
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２　公民的分野における消費者教育関連項目
さいたま消費者教育フォ
ラーム’88の基調講演の中
で津止登喜江氏は「学校における消費者教育について一言で言えば，経済，社会の仕組みを知り，本当に自
分でよく考え
，判断して商品やサビースを適切に選ん
で上手に活用する，そしてそれぞれ個性的に生活を営
める能力
，安定した生活ができるという実力をつけさ
せ
名ことではないか（中略）そして，要は消費者教育
というのは生涯教育の視点から人間としてのあり方と
いうか
，生き方というか，それの一環としての消費者
教育であるべきだ
」（2）と述べている。また，日本消
費者教育学会会長の今井光映氏は
，消費者教育の本質
は「買いもの上手
」の水準を超えて「普遍的な人間開
発
」「人間らしい自己実現をめざす一般教育」（3）で
あるべきだと強調している
。このことから消費者教
育は全教育活動を通じて行う必要があるが
，ここでは
特に関連の深い社会科公民的分野での消費者教育の体
系を考察したい。
消費者教育には消費生活に関するあらゆる事柄が関
わっており，その体系化・構造化は難しく今後の課題
である
。体系化されれば，全体構造の中でどの部分を
実践しているのか明らかになり
，実践が構造的に展
開でき，より効果的な結果をもたらすことができ
る。
体系化を考えるにあたり，アメリカ大統領委員会の
『消費者教育ガイドライン』（4）・岐阜県「消費者教育
の理論と実践」（5）・宮坂広作『消費者教育の創造』（6）
を参考に
，消費者との「繋がり」（消費者行動の直接
の基盤となっているもの）と「広がり」（消費者行動
に交互作用を及ぼすもの）に分類し
，消費者教育関連
項目として
，Ａ消費生活　Ｂ消費者問題と消費者運動
Ｃ消費者の権利と責務　Ｄ消費者行政　Ｅ消費者と経
済Ｆ消費者と環境・資源の６項目を設定し，それぞれ
の視点について検討する。
なお，図１はＡ－Ｆの全体構造図である。
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Ａ　 消費生活…われわれの消費生活は多方面にわたっ
てさまざまな関わりを持っている。契約の概念，福
Ｉ　　　　　　　　Ｉ　　　。
祉，労働，貯蓄，保険などについて理解させる。
Ｂ　 消費者問題と消費者運動…消費者問題は決して自
分から遠い問題ではなく，身近にあることを自覚さ
せるとともに ｃｏｎｓｕｍｅｒiｓｍ の普及により消費者
運動が地域の住民運動 として広がり， 最近の傾向
としては物価や商品の安全哇のみではなく，サービ
スや健康，高齢者問題，環境問題，国際問題など広
範囲にわたっていることを理解させるｏ
Ｃ　消費者の権利と責務…1962年ケネディ大統領は教
書のなかで， ①安全を求める権利，②正確な商品知
識を知らされる権利，③商品を選ぶ権利，④消費者
の意見を聞いてもらう権利を消費者の権利としたが，
この考え は世界各国に影響を及ぼした。宇野政雄氏
はこの４つの消費者の権利には４つの責務が存在す
ることを指摘している。すなわち，消費者は自衛せ
ねばならないこと，商品やサービスの選択眼や情報
への正しい見方を持つように自己学習すること，消
費者として合理的意思決定をしていくこと，自分が
しっかりとした生活態度を持つと同時に他人が被害
を被ると予想される場合には自分には関係ないこと
としないで売手側の態度を改めさせるような市民
（公共的市民public citizen) であることとい うの
である。 このように消費者としての権利意識，行動
力さらに理解力，判断力を身に付けることが賢い消
費者であることを理解させる。
Ｄ　 消費者行政…昭和43年 の消費者保護基本法の制定
をはじめ，行政機構として国民生活審議会，消費者
保護会議，消費生活センターなどが設置され，消費
図１　消費者教育関連項目全体構造図
広がり
Ｅ
広 がり
Ｆ
者保護の体制が整備されていること，その役割を理
解させる。
Ｅ　消費者と経済…個人消費は全消費の６～７割を占
めているといわれているが，このことは個人が景気
をつくる人々（円の投票者）であることを意味して
いる。さらに, global な見方の育成に努め， われ
われの生活が日本経済のみでなく世界経済にも関連
していることを理解させる。
Ｆ　消費者と環境・資源…われわれは自然と共生しな
ければならず，そのためには生態系を損なってはな
らない。それを意識した消費行動は消費者から一歩
進んで市民になることを示唆している。また他人へ
の配慮も忘れてはならない。これは生き方に繋って
いく部分といえる。われわれは単に経済システムを
理解するに留まらず, ecological な面や社会的配
慮も今後重要となることを理解させる。以上の事項
を整理して公民的分野における消費者教育を体系的
に表したのが表１である。
表１　公民的分野における消費者教育関連項目と学習内容
関　 連　 項　目 学　　　　 習　　　　 内　　　　 容
Ａ消費生活 家 計と消費生活・貯蓄と保険・租税・契約・労働・社会保障制度と国民の福祉
・高齢化社会
Ｂ消費者問題と消費者運動 消費者問題・住民運動（消費者運動）・世論とマスコミ・消費者教育
Ｃ消費者 の権利と責務 基本的人権の尊重（４つの消費者の権利と義務）
Ｄ消費者行政 消費者関連法（消費者保護基本法等）・行政機関 （経 済企画斤・国民生活 セン
ター）・地方 自治（消費生活 センター）
Ｅ消費者 と経済 国民経済 －貨幣・価格決定・景気問題・生産と流通・企業と金融・財政・貿易
・ 世界経済・東西問題・南北問題
Ｆ消費者と環境・資源 生活環境・公害問題・都市問題・食糧問 題・資源問題
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前表のそれぞれの関連項目および学習内容は言うまで
もなく単独で存在しているのではなく，相互に関連し
あっている。それをおさえた上で単元を構成する必要
がある。
３　消費者としての生徒の実態
消費者としての意識を生徒がどのくらいもっている
かを把握するためにアンケートを実施した。（7）内容
は２で考察した消費者教育関連項目に従って作成した。
その集計結果の 概略を述べる。
匚消費者生活」では賢い消費者，通信販売利用状況，
無店舗販売での勧誘された経験，カード所持状況につ
いて質問した。賢い消費者とは，安くて良い商品を買
う，表示をよくみて買う，よく考えて買 う，安く値切
る，うまい話に乗 らないのほか，外見にとらわれず安
全・目的・機能の面から商品を選ぶ消費者という回答
が見られたが，わからない者もあった。通信販売利用
状況については65％があると答えている。 また勧誘に
ついても66％が経験を持っており，そのほとんどが教
材で90 ％が断わっているが，残りの10％の中には買 わ
されたという意識を持っている者もいた。カードも99
％がテレホンカードを，70 ％がＣＤビデオなどの会員
カードを，36 ％がオレンジカードを所持しており，10
％がキャッシュカード所持という回答があった。
匚消費者問題と消費者運動」では，近年の消費者問
題について，消費者としての被害状況，その対応につ
いて質問した。消費者問題についての回答 は消費税が
32%, そのほか物価問題・使い捨て（ごみ）・おしつ
け商法・誇大広告などが１～３％で, 53% はわからな
いという結果だった。被害状況については68％の生徒
があると答えている。不良品・食品の被害が多 く，そ
のほか広告・約束と違うというトラブルもあり，かな
りの生徒が被害経験を持っている。 その被害に対 し，
交換・返品などのある行動を示したものが57％で，残
りの43％は諦めるなど行動を起こさなかった。しかし，
もし被害を被ったときは行動を起こすと答えた生徒は
82％で，実際の場面と仮定の場面でギャップが生じて
いる。頭で考えていることと実際の行動が合致してい
ないといえる。また，言 ってだめだったときは仕方が
ないと考えている生徒 もおり，救済手段を知らないも
のがほとんどであった。これらの対応は権利意識の弱
さからくるものと思われる。
それを裏付けているのが， 匚消費者 の権利と責務」
である。ここでは消費者の持っている権利について質
問した。回答として， 自由に買 う権利・選択できる権
利・（不良品について）意見を言う権利・商品につい
て詳しく知る権利などが得られた。しかし， わからな
いと回答した生徒も40％近くもおり，消費者としての
権利意識の弱さが伺われた。
さらに，「消費者行政」での質問，熊谷消費生活セ
ンターの存在で は，知っているものが15 ％であった。
その活動内容，役割についてはさらに知らないものと
予想される。
「消費者と経済」では，その関心度を質問したＯ約
半数 の生徒が関心があると答えている。
「消費者と環境・資源」では，関連性の有無につい
て質問した。 92％が消費者と環境・資源問題は何らか
の形で関連があると捉えている。
以上のことから生徒は経済社会の影響を少なからず
受けていることがわかるが，彼らがそれを意識してい
るとは言い難いＯ また，消費者としての意識が薄い生
徒も多いといえる。
４　学習指導案
先のアンケートをもとに学習内容を決定し，授業を
実施した。
単元名…消費者問題
目　標…近年の消費者問題は販売や契約に関するもの
が増加しているが，その原因は経済成長を背
景としたカード社会における消費者の契約意
識の欠如・生活態度，売り手の利潤追求偏重
にあることを理解させ，問題解決のために如
何に行動すべきかを主体的に考えさせるＯ
消費者教育は日々の生活で直接かつ具体的に表われ
てくるものであるだけに，知識理解の習得のみでは不
十分である。そこで学習過程は主体的な判断力，社会
生活に対する意欲的態度の育成まで目的としたアメリ
カ新社会科を参考とした「人間中心社会科」の新しい
問題解決学習によった。学習過程に「人々の願いや社
会的価値規範の究明」「合理的意思決定」を導入する
ことは実践的な社会参加態度の育成につながると考え
られる。このことから新しい問題解決学習は消費者教
育を行うにあたって有効な学習過程といえる。
その学習過程は次のとおりである。
①問題場面の発見…社会的現実についてのできるだけ
正確で豊富な事実的知識を獲得させ，そのような現
象がなぜ生じたのか問題を発見する。
②心情への共感…その問題と直接かかわりその渦中に
巻き込まれている人々が，どのようなことを感じど
のような気持ちになっているか，その心情を当事者
の立場に立ってくみ取り，できるだけ共感的に理解
する。共感によって強く動機づけられ支えられた社
会的探究は，子供自身の人格形成と直接的なかかわ
りを持った社会認識を形成していく上でも，極めて
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重要な条件である。
③原因の探究…その問題の原因や背景を，表面的な現
象を越えて推論しながら，さらに深く追究していく。
その際直観的なひらめきを大事にしながら，具体的
な証拠資料によって論理的に分析し，検討していく。
④願い・価値の究明…その問題はどうあるべきか，そ
れに対して自分はどのように対処していくのかを考
えさせるために，問題場面の背後にある事実的な因
果関係だけでなく，その奥に内在するさまざまな立
場の人々の種々の願いや価値を明らかにする。その
中で複数の願いや価値が互いに矛盾し対立しあう形
で存在していることに気づかせる。そして自らが主
体的に判断し，より高次で普遍的な価値を選択でき
学習展開（２時間扱い）
るようにする。
⑤合理的意思決定…獲得した質の高い知識と，自分が
支持すべき社会的価値とを闃連づけ統計的に活用し
ながら，自分が直面している問題場面に対してどの
ように対処すべきかを決定していく。(8)
この｢ 新しい問題解決学習 の理論は，知的理解 の質
的な深まりと発展を確実に保障し得るものになってい
ると同時に，価値的探究や合理的意思決定の学習活動
を設定することによって，社会問題に対して理性的な
分析力と冷静な判断力を持って主体的に対処しながら，
社会生活に意欲的に参加していくことのできる市民を
育成する授業理論｣(9) である。
学習過程 教師のはたらきかけ 学習活動・予想される反応 留意点・資料
導
入
事 例の提
－不
消費者問題事例（消費者信用
クレジット・特殊販売相談）
を読ませる。
消費者問題事例から関心を高
める。
アンケートから、身近に
も不良品・広告との相違
などの被害があったこと
を付け加える。
展
問題の発
見
心情への
共感
原因の探
究
(仮説)
このような消費者問題が現在
多くなっていることを話し、
問題意識を喚起させる。
もし同じような問題をかかえ た
とし たらどうか。（その気持
ちは？　どう行動する？）
なぜこのような消費者問題が
生じるのだろうか。
思いつくものから出しあって
みよう。
出しあぅ た考えを、売り手・
買い手・社会的なものに分類
してみよう。
グループの意見をまとめてみ
よう。
この予測が正しいかどうかを
調べるためにどんな資料が必
要か。
その資料をどう手に入れたら
よいだろうか。
なぜこのような問題が生じる
のだろ うかという疑問をも
つ。
実際に自分がその立場になっ
たとして真剣に考える。
・困る。いやだ。どうしたら
いいかわからなくなる。親に
相談する。etc.
グループで問題の原因を話し
あいまとめる。
仮説設定
経済的豊かさによるカード社
会を背景に売ることだけを考
える売り手と計画性のない生
活態度の買い手との間に消費
者問題が生じている。
・被害にあった人の銛、相談
件数。借金の目的。カード発
行枚数。販売方法の種類etc.
・新聞 一図書館で。
学習過程のわかるプリン
トをもとに全体を通して
グループを中心に進めさ
せる。
アンケート結果の数値を
話すことで決して他人事
で ないことに気づ かせ
る。
考えられる原因を.自由に
予測、それを売り手胴・
買い手側 、社会的背景に
分類させ、仮説を立てさ
せる。
仮説検証のために必要な
資料を考えさせる。
県斤や市役所・消費生活
センターの利用も促す。
｜
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開(検証)
願い.･ 価
値の究明
どのような資料を人手しただ
ろうか。
自分のたてた予測は正しいと
いえるだろうか。予測の修正
は必要か。
資料から何がわかり何が言え
るだろうか。
これらの問題をなくすために
はどうあるべきか。自分はど
うすべきか。
グループでの活動を主に調べ
てきた内容を発表する。
友達の発表や資料から自分の
たてた予測を検証していく。
検証の過程で、資料から近年
見られる様々な商法それに対
する消費者保護制度、契約の
重要性（契約とは法によって
保護さ れる約束である）など
に気づく。
グループで意見を出しあいま
とめる。
グループごとの発表を聞
き、自分たちの資料と比
較させる。
事前に用意した資料を提
示し、仮説の検証を行わ
せる。
資料：特殊販売（商法）
一覧・消費者関連法・表
示マーク一覧・クーリン
グオフ クーレジットカー
ド約款・消費生活センタ
ーの仕事etc9 °）
売り手側・買い手側・社
会｀的背景の側面からその
価値を考えさせるように
する。
整
理
合理的意
志決定
相談事例より作成したいくつ
かの場面から自分が迫遇した
らどう行勤したいだろうかま
とめる。
消費生活センターの利用や法
律との関係、クーリングオフ
の活用などを考えながら対応
する。
学習しての感想、次に調べて
みたいことをまとめる。
「心情への共感」で出さ
れた意見と比較して学習
したことが生かされてい
るか注意する。
新たな疑問が生れたか確
認する。
５　生活の変容
アンケートから生徒の実態を考察したように，生徒
の消費者意識は低いといえた。消費者問題事例からの
仮説設定段階では短絡的に買い手側にその非を求める
予測が多く出された。しかし，意見を出しあう中でそ
の予測が深まり， ほかの立場からの原因を見出し経済
社会全体にまで視野を広げて考えることができた。そ
して，消費者生活センターの存在意義，契約 の意味，
さまざまな商法などに気づく中で，自分も消費者とし
ての一人であるという自覚が持てたといえる。生徒か
らは，契約書をしっかり読む必要性，消費生活センター
等の機関の積極的活用，購買目的・情報 の吟味などか
しこい消費者となるよう努力したいとの意見が多数出
されたＯまた，カードについてさらに詳しく知りたい，
ニュース・新聞にある消費者問題に注意をはらい詳し
く学んでいきたいという意見のほか，悪徳業者取締り
のための法律はどうなのか，警察はどう関わっている
のか，なぜ悪徳商法が増加しているのかといった疑問
が出された。さらに，国や地方公共団体のあり方は今
のようでいいのだろうか，消費者問題は人間の欲と密
接に関係しているのではないか，お金に対する価値観
に問題があるのではないか，消費者問題 はだまされた
人だけの問題ではなく国民全体の問題ではないかとの
捉え方ができる生徒も見られた。
今回の学習を通し，生徒から寄せられた感想に 匚テ
レビなどで伝えられる消費者問題がこんなに身近かな
ものだとは思 わなかった。」「この消費者問題はすべ
ての人が一生懸命に勉強して，もっと知っていく必要
がある。」「ここで勉強したお蔭でいろいろなことが
わかり，しつこい訪問販売の人を断わることができた。
訪問販売の人達は私たちを子供だと思いチャンスとば
かりに攻撃してくるので，私たちも消費者の一人とし
て学習しておくことが必要だ。」などがあった。消費
者問題が今までと違い身近な問題となり，学ぶことの
大切さを理解し，消費者意識も高まったといえるだろ
う。
６　今後の課題
授業を通し消費者として一定の意識の向上が見られ
た。しかし，中にはクレジットカードは絶対に持たな
いようにしようと思うといった消極的意見もみられ，
カード社会の長所の理解にまでは及ばなかった。消費
者意識は向上したものの社会全体から見た消費者の位
置づけが弱いと思われる。カードの功罪についてふれ
ることも必要であろう。また，国際化に伴う新たな課
題として輸入製品に対する問題が生じている。現在の
－47 －
ところ国際的に統
一された表示・安全基準が少なく，
言語の違いにより消費者の十分な理解が困難である
。
今回の学習では世界経済まで及ばなかったが
，今後と
れらの問題にどう対処すべきか考えていく必要があ
る。
授業を通して高まりを見た消費者意識をどう態度化
一
実践化するか
，あるいは持続化するかも問題になる。
この授業を行った３
ヵ月後，自分の消費行動にどう変
化が見られたかの調査を行った
。（11）それによると消
費行動に何らかの変化が見られたとの回答が47％で
，
変わらなかったとの回答が53％であった
。変化の内容
は
，厂大型店での買い物の回数を減らして小売店や生
協を利用するようになった
。」「日付や食品添加物を
注意したり品質を調べるようになった
。」「考えて買
うようになったので出費が減った
。」「品質表示（JI
Sマ
クーど）ある物を賈うようになった。」など
が主なものであった
。しかし，半数以上は授業で学ん
だことを実生活の面で生かしきれていないことが明ら
かになった。
これは消費者教育の総合的な体系が確立していない
ため
，消費者意識の態度化一実践化・持続化の面でど
うしても不十分となり
，その伸長・深まりまで及ばな
いと考えられる
。今後は公民的分野のみでなく地理的
分野
・歴史的分野にも消費者教育の視点を見出し，体
系づけていく必要があろう
。消費者教育と関連の深い
技術
・家庭科との連携も今後考えなければならない。
そして
，さらに幅を広げていく必要がある。消費者教
育の体系の試案を紹介しているのが宮坂広作『消費者
教育の創造』（12）で
，多くの示唆を与えている。今回
の研究授業では技術
・家庭科の教師にも参加を乞い実
施できたことは
一つの成果と感じている。’消費者教育
の理解を一歩一歩広げて面としていくことが肝要と思
う。
そして
，最終的には公共的市民(public citizen)
の育成を目指したい。
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